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Ⅰ 問題の所在
　2018年4月1日から法定雇用率が改定され、それまで民間企業に課され
ていた雇用率が2.0％から2.3％に引き上げられた1。ただ、0.3％の引き上
げは影響が大きいとの判断から、2.2％とする緩和措置が取られ、2021年
までのいずれかの時期に2.3％を適用することとなった。
　今回の改定は、精神障がい者が法定雇用率の算定式に算入されたことによ
る。その背景には、精神障がい者が増加してきていることがある。内閣府『障
害者白書』の集計によると、『患者調査（平成11年）』では204万人であった精
神障がい者は、『患者調査（平成26）』では、392.4万人となっている2。精神
障がい者の場合、就労条件が原因の一端で発症するケースも少なくなく、背
景には、終身雇用や福利厚生を見返りに過重労働を課してきた日本的経営が、
低成長の中で見返り部分を維持できなくなり崩れる中で、過重労働部分だけ
が残る形で新自由主義的システムに移行してきたことがあると推測される。
　それを物語るように、精神障がい者の新規求職申込件数は、2001年度
の5,386件から2016年度の85,926件へと16倍近い増加を示している3。雇用
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1 国、地方公共団体については 2.3％から 2.6％に、都道府県等の教育委員会につ
いては 2.2％から 2.5％に引き上げとなった。
2 平成 11 年の数値は、『平成 14 年版 障害者白書』「表 3-1-1 障害者数」にお
ける精神障がい者の集計値（http://www8.cao.go.jp/shougai/whitepaper/h14hakusho/
h14zenbun/fig/h14_301.html）、平成 26 年に関する集計については、『平成 29 年版 
障害者白書』p.219、を参照のこと。
3 2001 年の数値は、報道発表された厚生労働省『平成 19 年度における障害者の
職業紹介状況』掲載データ、2016 年の数値は『平成 28 年度・障害者の職業紹介
状況等』掲載データより。
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条件にもその原因があるとすれば、企業に障がい者雇用という形での対応
を求めることには必然性がある。
　しかし、2016年6月1日時点における実雇用率は企業全体で1.92％と、
2.0％を下回っている状況であり、法定雇用率を満たしている企業は全体
の48.8％に過ぎない4。この要因としては、障がい者は戦力にならない、
むしろ会社にとって負担になる、戦力化の事例を見聞きしても自社での仕
事の切り出しや問題が生じた際の対応のしかたが分からない、などの疑問
や不安があることが容易に推測できる。企業は営利事業を組み立てること
を専門とはしていても、障がい者への対応を専門としているわけではなく、
障がい者に関する知識や障がい者対応のノウハウを形成してきていないこ
とが背景にあることは、容易にうかがえる。
　それに対して、法定雇用率が課されるかどうかにはかかわりなく障がい
者を雇用し、事業を継続している中小企業が少なからずある。それらの企
業は、地域において就労支援組織や教育機関、医療機関と対等の、すなわ
ちネットワーク型の連携を形成し、雇用を進めている。すなわち、企業に
とって専門外である障がい者への対応については専門機関との連携によっ
てカバーし、それによって障がい者の雇用継続を果たしているのである。
それは企業だけでも、障がい者支援組織だけも成立しなかった取り組みで
あり、一種のオープンイノベーションとも言えよう。
　そのような連携は、全国に散見されるようになってきたが、単独の地域
企業と地域で活動する障がい者支援組織との1対1の形態もありうるが、障
がい者雇用の促進のために、複数の企業と障がい者支援組織や学校などと
が団体を形成し面的なネットワーク型連携を図るケースもある。後者の場合、
企業間の情報交換もできる一方、支援側も一度に複数の企業をカバーする
ことができ、地域における障がい者雇用を促すとともに、障がい者にとって
も充実した職業人生を継続するのに資する可能性がある。ただ、法定雇用
率が課されているわけでもない中で複数の企業や団体が集結しているため、
4 『平成 29 年版 障害者白書』pp.78 － 79。
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考え方や利害の相違などを背景にトラブルや対立などが生ずる可能性もあ
る。そこで、特に法定雇用率を課されない規模の企業が多く集まるネットワー
ク型連携に関して、その効果や課題を明らかにする必要がある。
　そのような問題意識の下、筆者は、日本学術振興会科学研究費課題の一環
として、障がい者支援のネットワークではなく、障がい者雇用を推進する企
業を支援する目的で形成されているネットワーク型連携のうち、特に中小企
業が軸になるものを中心に取材し、設立の経緯や現状、現在の課題などにつ
いて聞き取りをおこなった。本稿は、Webページや団体発行紙などで把握で
きるデータで補完しつつ、その聞き取り内容を記録したものである。
　団体の掲載順は、訪問日時順とした。
　聞き取り時に同席していたインタビュイーの並びは、50音順とした。
インタビュイーの所属と肩書は、聞き取りを行った時点でのものである。
　内容は、直接の聞き取り内容を文字に起こすのではなく、筆者の問題意
識に合わせて、聞き取り内容と直接の聞き取り以外で入手できるデータと
を合わせて、「組織の概要」「発足の経緯」「組織運営の特徴やポイント」「企
業にとっての効果」「課題」という共通項目に沿う形で整理し、筆者のコ
メントも適宜記載した、筆者の解釈や整理に基づく記載となっている。
　ただ、インタビュイーの判断や思い、その他聞き取りからしか得られない
と思われる情報については、インタビュイーの発言を「 」でくくり直接話法
の形態をとるか、要約した上で「～とのことであった」などという間接話法
の形を取り、インタビュイーの発言であることがわかるようにした。なお、「 
」内の（ ）は、わかりやすいようにと付加した筆者の補足である。デリケー
トな発言もあるため、必要な場合を除き、各発言者の名前は明示を避けた。
　上記のように本稿は、筆者の解釈や問題意識に基づいて整理した内容か
ら成ることから、正確を期すため原稿を起こした後、聞き取り先に送り確
認してもらった。多忙を極める中、インタビューを受けるとともに、原稿
のチェックまでしてくれたみなさんには感謝の念に堪えない。ここに記し
て感謝の意を表したい。
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Ⅱ 聞き取り先：「山城障がい者就労サポートチーム調整会議
　　　　　　　  （通称：はちどり）」
日時：2017年5月20日13：00 ～
場所：京都府中小企業会館4階
関連組織：京都中小企業家同友会ソーシャルインクルージョン委員会
出席者：石井雄一郎氏：（株）京のちから、（有）グラン・ブルー
小山和幸氏：（有）ファンシステム
田村泰士氏：京都中小企業家同友会事務局
芳賀久和氏：プルデンシャル生命保険（株)、（一社）倫理研究会
久田和泰氏：（有）シオン
増永裕隆氏：（公財）京都新聞社会福祉事業団
１．組織の概要
（１）発足
　2009年4月
（２）構成主体
　企業、保健所、ハローワーク、医療機関、就労支援組織、教育機関など
から構成される任意団体である。古いデータであるが、2012年の参画団
体は、企業6社、医療機関2団体、就労支援2団体、障がい者支援3団体、
行政2団体、教育機関2団体、その他1団体、計18社・団体となっている。
　現在、多くの企業が参加しているが、常時定例会に参加するなど、主力
メンバーとなっている企業は十数社程度である。規約を定めての会員制は
取っていない。
（３）運営主体
　事務局は障害者就業・生活支援センターが担いつつ、主に企業から成る
コアメンバーを中心に運営を図っている。なお、組織の代表者は設置して
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いないが、メンバーの話からは、（株）EL-LISTONの林剛氏が軸の１つに
なっていることがうかがえる。
（４）運営形態
　コアメンバーの会議（コア会議）と全体が集まる定例会を、それぞれ隔
月で、月をずらして重ならない形で開催している。コアメンバーは、CoCo
ネットの世話人を兼ねているため、CoCoネットでの会議と重ならないよう
に、コア会議は奇数月、定例会は偶数月に開催している（2017年5月現在）。
（５）実施事業
　実習や雇用のコーディネート、障がい者を雇用しようとしている企業や
雇用している企業の課題への対応など、企業支援を行っている。
（６）定着の状況
　久田氏によれば、「データは取っていないが、企業や障がい者に対する
サポートのおかげで、（定着は）良い方だと思う」とのことである。
　なお、ヒアリングの中では、退職者がいるとの話も聞かれた。周りが気
を付けていても症状が悪化して退職に至ったなど、「就労支援組織にとっ
ても初めての経験といったケースもあった」とのことであった。退職者が
いるという点では定着は悪いことにはなるが、障がい特性は多様で、特に
はちどりは難しい傾向がある精神障がい者に的を絞って受け入れをしてき
ており、そもそも雇用継続が難しい対象が多かった可能性が高い。それは
はちどり加盟企業にだけ見られる傾向ではなく、中小企業には難しい障が
い者が集まる傾向があり、中小企業全般に定着に課題がある可能性がある。
つまり、ネットワークによる支援がなければ、もっと定着が悪かったり、
早期に辞めていたりした可能性がある中で、ネットワークによる支援のお
かげでそれが大幅に緩和されたということであれば、定着にとって良い効
果があると表現できると思われる。
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２．発足の経緯
　障害者自立支援協議会の設置準備を背景に、保健所の事業として2006
年からの3年間で実施された山城北地域精神保健福祉ネットワークのモデ
ル事業に、後のはちどりのコアメンバーが参加したことが発足のきっかけ
であった。当事業では、2007年から就労システム検討部会ができ、企業
と協力しつつモデル事業を展開することとなった。事業終了後、取り組み
を継続したいと考えたコアメンバーたちではちどりを立ち上げた。
　モデル事業への参加動機は、戦力確保や顧客・取引先の評価といった経
営的意味を強く意識したものではなく、「行政がわざわざ声をかけてくれ
たから」という礼節的対応や、「社会にとって良いことだから」といった
倫理的関心からとのことであった。それは、せっかくだからやってみよう
というチャレンジ精神と言える。その積極姿勢が、事業終了後の取り組み
継続やはちどり立上げにもつながったと考えられる。
　なお、コアメンバーは、2012年11月1日より京都府山城北圏域障害者自
立支援協議会が実施主体となって運営されている「山城北圏域はあと
ウォームカンパニー」の認定制度において認定を受けている。
３．組織運営の特徴やポイント
（１）対象障がい
　現在は、はちどりに参加する企業が実習で受け入れたり雇用したりする
障がいを限定していないが、発足当初は、精神障がいに絞っていた。メン
バーが説明してくれた理由は2つであった。
　まず、「京都府内には規模の大きな企業も多く、知的障がい者・身体障
がい者は、それらの企業に吸収されているが、精神障がい者については、
見るべき受け入れ成果が見られない」ことによる。
　第2に、精神障がいの場合、後天的なものも多く、コアメンバー自身や
社員も含め、誰でも精神障がいになる可能性があり、「身近な問題と感じ
られた」ことによる。
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（２）対応窓口
　はちどりにおいては、実習や雇用の際の面接を社長が行っていることが
一般的である。実習に入ってからや雇用してからの指導を社長が行ってい
ることも少なくないが、社長自身が行うかどうかは、社長が現場で仕事を
しているかどうかに制約される傾向がある。ただ、社長が指導する場合も、
雇用した障がい者が仕事に慣れたり、会社側が障がい特性を把握したりす
るにしたがって、現場の社員に指導を委譲していく傾向がある。
　とは言っても、人材育成や対応は、健常者の場合とは異なる。精神障が
いの場合も含めて、障がい者の場合、同じ担当者が一貫して対応すること
で安心感を持つことが多かったり、人によって説明や指示が異なることに
よる混乱を避けることもできたりするため、担当者が固定されることも少
なくない。社長から現場に担当を委譲する場合も留意が必要であり、はち
どりの場合も様子を見ながら担当の委譲を行っている面があった。
（３）人を見たリクルーティング
　企業や就労支援組織などはちどりへの参加者については、参加希望を広
く募り、受け入れているわけではなく、既存のメンバーが「これは」と思
う人に声をかけて、メンバーに引き入れる形をとってきている。参加メン
バー自ら組織を運営し、維持せねばならないため、積極姿勢や理念的方向
性の共有、合意形成などが重視されるからである。就労支援組織と連携す
る際も、組織への信頼というより、組織構成員、つまり、はちどりを通じ
て顔を合わせ、議論を交わしている具体的個人への信頼をベースにしてい
る。組織運営においては、何よりも人間関係を重視しているのである。
（４）信頼関係の醸成
　定例会の場だけではなく定例会後の飲食の場においても、企業、行政、
特別支援学校、就労支援組織など参加メンバー間で忌憚のない議論をして
いる。それぞれの組織の事情を反映した後ろ向きの発言に対する糾弾も含
横浜市立大学論叢社会科学系列　2018：Vol.70　No.1
26
む厳しい議論にもなるが、「互いに本音で議論し、相互理解が実感できて
初めて企業と障がい者支援組織との連携も成立してゆく」とのことであっ
た。組織間の契約ではなく、人間関係に基づく連携を図るには、信頼関係
がポイントとなるのである。
　なお、厳しい議論まで行っているのは、障がい者がやりがいを持って働
き、就労の継続を志向できるような環境を作り出すためと言えよう。それ
は企業にとっては戦力確保、社会ないし障がい者にとっては質の良い就労
の場の創出となる。はちどりは、企業と社会（障がい者）とのWIN-WIN
の関係という、目指すべきものに関して一貫していると言ってよい。上記
との関わりで言えば、はちどりという団体の方針を一貫させるためには、
メンバー間で信頼関係を築き、理念や方針を共有することが重要となる。
それを直感的に理解しているがゆえに、はちどりでは人の素養や人間関係
を重視していると解すことができる。
４．企業にとっての効果
（１）支援組織による強力なバックアップ
　現在は障がい者対応の経験を積んできている企業側のコアメンバーも、
「はちどり発足当初は経験もほとんどなく、障がい者の実習を受け入れた
り雇用したりするにあたっては、不安や戸惑いもあり、失敗もあった」。
障がい者の対応に習熟していなければ、雇用の場で問題が生じた場合、対
応に窮することは想像に難くない。障がい者が急に辞めると言い出すこと
もある。それに対し、「保健所や障害者就業・生活支援センターの職員が
業務時間外でも電話一本で会社まで来て対応してくれる、様子を見るため
に会社の外で待機していてくれる、すぐに関係者を集めて対応を検討して
くれる」などといった対応を図っている。企業メンバーからすれば、企業
自身が手厚いサポートを受けているという「安心感があった」のである。
　特に多様性に富む精神障がい者に対応する場合、このようなサポートは
重要であり、手厚いサポートがあったがゆえに、はちどりを継続できた面
27
影山　障がい者雇用におけるネットワーク連携の事例研究
はあろう。それは、良質な障がい者雇用という無形の価値を生み出す一種
のオープンイノベーションと言える。すなわち、企業は、収益事業を専門
的に担い、その事業を成立させ維持・発展させるための人的資源管理を行っ
ている。しかしながら、障がいという多様性への対応ノウハウはない。そ
こで、障がいの専門機関である支援組織と連携し、障がい者のパフォーマ
ンスを引き出し、さらに、その状態が維持できるよう定着条件を整えよう
とするのであるが、それが障がい者にとっても就労の継続を志向させる良
質な雇用を生み出すことになるのである。
（２）イノベーションを生む相互浸透メカニズムの包摂
　なお、オープンイノベーションと言っても、異なる領域の専門家を集め
れば成立するわけではない。イノベーションの方向性も重要であるが、専
門領域間を架橋する存在が必要となる。障がい者雇用の領域で言えば、企
業経営と福祉の両方の観点を理解した企業在籍型職場適応援助者（ジョブ
コーチ）のような存在か、企業（対応窓口だけでなく社員も含めて）と支
援組織の相互浸透が必要である。
　後者について敷衍しよう。企業と支援組織が互いに自組織の考え方や事
情を伝え合うだけでは、これまでもよく見られたように、それぞれの考え
方や事情の対立局面が生じてしまう可能性がある。それに対し、企業にとっ
ても障がい者にとっても良質な雇用という理念を実現するために、担当者
同士で忌憚のない議論を繰り返し、それぞれの考え方や事情の軌道修正や
すり合わせを図れば、理念を実現するための相互浸透へと至り、効果的な
連携も可能となる。つまり、障がい者雇用の領域における止揚へと至るの
である。
　はちどりの場合、人間関係と信頼関係を重視した組織運営を図ることを
通して後者のパターンで媒介環を形成したと言える。実際、次項にみられ
るように企業内の浸透も進み、社内で受け入れの体制が形成されている。
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（３）受入れ風土の醸成
　よく見られることであるが、支援組織のサポートの下、障がい者を受け
入れていると障がい者に対する理解も進み、社内に障がい者を受け入れる
雰囲気やノウハウが醸成されてくる。受け入れ態勢という点では、社長が
つきっきりで対応せずとも現場に任せやすくなる点も指摘できる。はちど
りのメンバーからも、「受入れ風土が醸成されている」との話を聞くこと
ができた。
（４）思いを共有する仲間の存在
　障がい者雇用という領域においてであるが、理念や方針を共有し、相互
に理解しあえている企業仲間がいるということは、心強い面があると思わ
れる。ヒアリングから、企業間の結束力の強さを感じた。中小企業は、人
手不足が語られることが多い。障がい者は戦力として人手不足への対応策
になると言われているが、障がい者の受け入れや日々の対応は、簡単なも
のではない。その課題や苦労を共有できることは精神的な支えにもなりう
る。
５．課題
　はちどりへの参加企業は多いが、中核となっている企業は十数社で、頭
打ちになっている。「中核企業の知識は増えていき、障がい者雇用の習熟
度も増しているが、それが広がっていっていない。」はちどり立ち上げ当
初は、「障がい者雇用に取組む企業を増やすことが目的」であり、はちど
りへの参加は、その入口になるはずであったが、「入口から先へと至って
いない」のである。
　その背景には、「実習を希望する障がい者が少ないことがある」とのこ
とであった。「実習の受け入れに手を挙げる企業は多い」のだが、実習を
しようという障がい者がほとんどいないのである。そのため、はちどりへ
の参加企業側に障がい者を受け入れる経験も働いてもらうイメージも形成
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されず、雇用には至らない。当然それらの企業は、はちどりの活動に積極
的に参加しにくくなることは容易に想像できよう。
　実習先探しで苦労している特別支援学校からすれば贅沢な話であるが、
なぜ実習希望者が少ないかというと、「特別支援学校を出た後、ほとんど
の卒業生が就労継続支援事業所や福祉作業所を選択してしまうため」との
ことであった。進路選択については、保護者の判断や意向が大きいことが
指摘できるが、はちどりの周辺においても、保護者が「一般就労には耐え
られない、向かない」と思っているのである。
　はちどりのメンバーに負担はかかるかもしれないが、保護者や当事者、
特別支援学校関係者の意識を変えていくのであれば、それらの人々にはち
どりに参加している企業における一般就労の現場を見学してもらったり、
はちどりの定例会に出席してもらったりすることも打開策になるかもしれ
ない。
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Ⅲ 聞き取り先：「京都市障がい者就労支援ネットワーク会議
　　　　　　　  （通称：CoCoネット）」
日時：2017年5月20日14：00 ～
場所：京都府中小企業会館４階
関連組織：京都中小企業家同友会ソーシャルインクルージョン委員会
出席者：石井雄一郎氏：（株）京のちから、（有）グラン・ブルー
小山和幸氏：（有）ファンシステム
田村泰士氏：京都中小企業家同友会事務局
芳賀久和氏：プルデンシャル生命保険（株)、（一社）倫理研究会
久田和泰氏：（有）シオン
増永裕隆氏：（公財）京都新聞社会福祉事業団
１．組織の概要
（１）発足
　2015年7月
（２）構成主体とその数
　企業、保健所、ハローワーク、医療機関、就労支援組織、教育機関など
から構成される、緩やかな任意団体であり、会員制は取っていない。代表
世話人を含む設立時の世話人は、企業・団体から成る7者であった。構成
団体は順調に増え、2017年5月12日に京都テルサ東館で開催された定例会
には、企業7社、就労支援組織16団体、教育機関1団体、行政2団体、オブザー
バー 2団体、事務局組織1団体、合わせて29社・団体が参加している。
（３）運営主体
　事務局は、『障がい者就業・生活支援センターはあとふるアイリス』が
担い、企業を主としたコアメンバーを中心に、運営を図っている。
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（４）運営形態
　はちどりと同様、コアメンバーの会議（コア会議）と全体が集まる定例
会を、それぞれ隔月で、かつ、はちどりとは月をずらして、同じ月に重な
らないようにして開催している。つまり、2017年5月時点で、はちどりの
場合、コア会議が奇数月、定例会が偶数月であるので、CoCoネットでは
コアメンバーが集まるコア会議を偶数月、参画団体が広く集まる定例会を
奇数月に開催している。
（５）実施事業
　精神障がい者の実習のコーディネート、障がい者を雇用しようとしてい
る企業や雇用している企業の課題への対応、企業の支援などを行っている。
（６）定着の状況
　まだ、立ち上げて間もないため、「実習を中心に展開しており、雇用の
実績はほとんどない」とのことであった。ただ、雇用の取り組みが進めば、
はちどりと同様、定着に良い影響を与える可能性がある。
２．発足の経緯
　はちどり立ち上げ後、年に1回、京都新聞の支援を得て京都新聞本社でシ
ンポジウムを開催していたが、来場者からアンケートを取ると京都市内に
同様のネットワークがないことを指摘する声が毎年上がっていた。シンポ
ジウムでの発表者は企業の経営者であり、企業がどういう背景や考えで障
がい者を雇用しているのか、雇用して企業がどのように変わったのかを発
表していたとのことで、来場者は、必然的に企業のそのような声を聴く重
要性を認識することになる。しかし、発表される事例が山城地域のもので
あるため、京都市内の事例を創出すべきという声が上がってきたと解すこ
とができる。
　もちろん、京都市内にも福祉施設や就労支援組織から成るネットワーク
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はあるが、障がい者雇用に関わって企業を軸とし、企業を支援するネット
ワークがなかったのである。
　また、はちどりのメンバーも京都市内に同様のネットワークがないこと
を残念に思っていた。ただ、きっかけがなく立ち上げに至っていなかった
が、はちどりでの経験が蓄積されたことやはちどりのコアメンバーである
石井雄一郎氏が京都中小企業家同友会ソーシャルインクルージョン委員会
の委員長になったことなどを機に、立ち上げに至った。発足の経緯から、
同委員会の中核事業の１つに位置付けての立ち上げとなった。
３．組織運営の特徴やポイント
（１）対象障がい
　精神障がいに絞っている。メンバーが説明してくれた理由は以下のよう
であった。
　まず、「京都市内では、特別支援学校がネットワークを持っており、特
例子会社も含めた企業へのパイプを持っている一方、精神障がい者の雇用
先が見つかりにくい」という現状があった。
　第２に、「はちどりが当初精神障がいに的を絞っており、はちどりでの
経験があった」。
　第３に、「一挙に対象障がいを広げてしまうと、数ではなく多様性の点
で対応しきれない」可能性がある。
　ただ、注目を集めていることもあり、「中途障がいとなった身体障がい
者などからの相談も来ている」とのことで、すでに精神障がいを越えた広
がりを見せつつある。
（２）組織運営の方針
　障がい者の実習受け入れや雇用において、社長が軸となる点、CoCoネッ
トのメンバーを募る際は、既存メンバーが相手の人的素養を見て声をかけ
ている点、信頼関係醸成のために忌憚のない議論を重ねている点は、はち
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どりと同様である。
　メンバーは、「はちどりと同様の人間関係を持ち込みたかった」と言っ
ている。それがネットワーク型の組織を効果的に運営するために、重要な
意味を持つことが認識されていたからであろう。
（３）紹介カードの運用
　CoCoネットでは、実習の受け入れにあたって、障がい者の氏名、通勤
手段、障がい種別、障がいの具体的状況、支援組織からのコメント、本人
の希望などを記載する『研修予定障害者 紹介カード』を運用している。
（４）マッチングと試行の反復
　CoCoネットの本会議では、業務内容に関する障がい者本人の希望も重
視しつつ、『研修予定障害者 紹介カード』や支援者からのヒアリングを元
に障がい特性も考慮して、実習の受け入れ先として望ましいと思われる企
業とそこでの仕事を話し合い、企業に働きかけるという方法を取っている。
　ただ、受け入れてもらえればそれで終わりというわけではない。実習の
様子をフィードバックしてもらい、支援者や企業、CoCoネットのメンバー
で協力して作業内容や対応の仕方の改善を検討し、改善に基づいた状況を
さらにフィードバックしてもらうといった作業を繰り返している。非効率
に見えるがそうではない。
　精神障がいは個別性が高く、また、日によって様子が異なったり、明確
な原因に心当たりがなくとも、症状が悪化してしまったりすることもある。
適合する作業や環境については、本人にも本人を取り巻く支援者たちにも
わからない部分があり、最適解を事前に特定することは難しい。本人もニー
ズを把握できていないという点では、「創出されるニーズ」と同様である。
このような場合、Living Labのように、様々なやり取りの中で、当事者のニー
ズを本人自身が自覚したり周りがつかんでいったりすることが必要となる
のである。CoCoネットは、ニーズが先鋭化した現代にマッチした戦略的
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方法を取っていると言える。
（５）具体的情報の共有
　実習先で障がい者が作業を行っている様子を写真撮影させてもらい、定
例会でプロジェクターで投影し、実習で受け入れる具体的イメージを持っ
てもらったり、実習の改善点を会議参加者で議論したりしている。この点
は、「はちどりでは行ってこなかった工夫」である。
４．企業にとっての効果
　障がい者の実習受け入れや雇用に関わって、企業がネットワークから得
られている便益もはちどりと同様である。支援組織による強力なバック
アップがあり「企業の安心感につながってい」たり、障がい者の効果的人
的資源管理に結びつけ、戦力化したりしている。また、社内に障がい者を
受け入れるノウハウや雰囲気が形成されている。
５．課題
　立ち上げから間もないこともあり、「実習の実績は出てきているが、雇
用の実績がほとんどない」。
　また、実習の実績についての正確なデータが把握されていない。地道な
事務作業になるので、大変であったり、CoCoネットで知り合った企業と
就労支援組織が個別にやり取りをして実習に至っているケースの場合、
「CoCoネットの実績に加えてよいものかどうかが整理できていなかった
り」といった背景があり、データの把握に至っていない。CoCoネットの
今後の広がりにもかかわってくるため、メンバーからも、「個別のやり取
りに基づく実習であっても、事務局を担っているはあとふるアイリスに報
告してもらい、集約してもらう方法がある」との声が上がっていた。負荷
が大きい作業となるかもしれないが、情報収集・開示について取り組みを
進めるべきと思われる。
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Ⅳ 聞き取り先：「新潟市障がい者雇用支援企業ネットワーク“みつばち”」
日時：2017年5月26日14：30 ～ 15：30
場所：新潟市役所本館「対策室3」
出席者：海老田大五朗氏（新潟青陵大学)
工藤知子氏：ナミテテ
熊谷勝利氏：アイウッド（株)
櫻井聡氏：（有）新津清掃社
寺山淳氏：（株）寺山クリーニング
長嶋信司氏：（株）総合フードサービス、（特非）にいがた若
者自立支援ネットワーク・伴走舎
藤田雅子氏：どんぐりの杜
１．組織の概要
（１）発足
　2014年2月にみつばち立ち上げ集会を開催し、同年5月、第1回みつばち
セミナーを開催して活動を開始した。
（２）構成主体
　2017年5月現在で、企業、研究機関、教育機関、福祉組織、個人など合
わせて84の登録がある。参加希望企業・団体・個人はみつばちに申請し、
登録を行うことになる。
（３）運営主体
　コアメンバー、事務局、オブザーバーが軸となっている。2017年度に
おけるコアメンバーは、会長である長嶋信司氏をはじめ、海老田大五朗氏、
工藤知子氏、熊谷勝利氏、寺山淳氏、藤田雅子氏の6者から成る。
　事務局は新潟市障がい福祉課と市が設置している『新潟市障がい者就業
支援センターこあサポート』が担っている。定期的な会合やセミナーの手
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配などは事務局が行っており、みつばちのコアメンバー会議や勉強会は主
に新潟市役所庁舎で行われている。
　なお、オブザーバーとして、ハローワーク新潟が参加している。ハロー
ワークは障がい者雇用に深くかかわるが、みつばちは企業における障がい
者雇用を促進することを目的としており、行政機関は登録対象とはなって
いないため、オブザーバーとしての参加となっている。
（４）運営形態
　コアメンバー会議を毎月開催し、方針や開催するイベントなどについて
議論を行っているが、事務局である新潟市障がい福祉課が資料を作成する
など、大きな役割を果たしている。
（５）実施事業
　四半期に一回以上、障がい者雇用に関わる勉強会やセミナー、障がい者
を雇用している企業や特別支援学校、福祉施設の見学会、BBQを通した
交流会など何らかのイベントを開催している。
　また、新潟市で「みつばち企業認定制度」を設置し、2014年10月1日よ
り運用している。50人以下の企業も応募でき、認定基準は、「①障がいの
ある人への理解（障がい者を雇用している、もしくは、過去1年以内に実
習を受け入れるなど障がい者理解に努めた）」「②障がい者雇用への積極性
（雇用率2％（ヒアリング時点)を達成している、もしくは、従業員25人以
下で0.5人以上もしくは26人以上で1人以上雇用している）」「③障がい者雇
用の継続・維持（3年以上継続雇用している障がい者がいる）」の3つがあり、
それぞれの基準をクリアすれば、基準をクリアしていることを示すシール
およびプレートが用意されている。認定を希望する企業は専用の「登録申
請書」を新潟市長に提出し、審査を受け、認定されれば初回登録時のみプ
レート代として2,000円を収めることになる。2017年5月時点でいずれか
の認定基準をクリアしている企業は延べ63に上る。
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　なお、みつばちが事業主体となっているわけではないが、事務局を担う
こあサポートが実習のコーディネートを行っており、みつばちへの参加を
通して、こあサポートとの接触が生まれ実習へのアクセスが容易になって
いる可能性がある。ちなみに、実習を希望する企業は、実習可能時期や日
数などの必要事項を記入した「職場実習登録票（企業登録用)」を提出す
ることとなっている。
（６）定着の状況
　定着の状況を尋ねたところ、「良い・悪いの判断は別にして、企業側
から雇用の継続を打ち切ることはなく、辞める場合、障がい者側から
である」との返事であった。特に中小企業には、難しい障がい者が雇
用される傾向があることもあり、コアメンバーの企業でも退職した事
例もある。定着だけを見ると、良い・悪いの判断はしにくいというこ
とと思われる。ただ、みつばちをベースとした支援がなければ、退職
者がさらにいたり、退職者の就労の継続期間がもっと短かったりした
可能性はある。
２．発足の経緯
　企業側と行政側の問題意識があったことを指摘できる。
　新潟県中小企業家同友会では、障がい者雇用に積極的に取組んでいた新
潟県基準寝具（株）の渡辺トク氏が亡くなった後、障がい者雇用に積極的
に取組む会員企業がなかった。しかし、会員が他の地域で障がい者雇用に
取組んでいる状況を知り、新潟でもという機運が盛り上がり、2013年に
障がい福祉研究部会を設置している。
　他方、当時新潟県は、県別実雇用率が1.65％であり、1.60％をもって最
下位の三重県に次いで低水準であったため（厚生労働省「平成25年 障害
者雇用状況の集計結果」5より）、行政機関も積極的な取り組みの必要を認
識していた。
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　そのような状況の中、2014年1月に新潟市障がい者就業能力開発プロ
モート事業として新潟市主催の企業・福祉施設向けセミナーが開催されて
いる。基調講演で京都府のはちどりのコアメンバーを呼び、取り組みの状
況などを話してもらうとともに、基調講演後のパネルディスカッションで
は、「障がい者雇用を支援する『新潟版企業チーム』を作ろう！」をテー
マとしている。それによって、地域ネットワーク形成に対するセミナー参
加企業と福祉施設の合意形成や機運の盛り上げにつながり、賛同者を募り
つつみつばちの立ち上げへと進んでいくこととなったのである。ただ、み
つばちの設立集会が翌月であったことを考えると、セミナーは、みつばち
立ち上げをにらんで企画されたものであった可能性は高い。
　なお、みつばちの取り組みなどもあり、2017年における新潟県の実雇
用率は、香川県や群馬県と並ぶ1.96％で、全国37位に改善してきている6。
３．組織運営の特徴やポイント
　対象障がいは特に限定していない。
　2014年のセミナーに招聘したはちどりやCoCoネットとの組織機構上の
最も大きな違いは、行政の大きな関与であろう。新潟市は事務局として、
コアメンバー会議や勉強会、セミナーの準備作業等、みつばちを支える作
業を行っている。
　また、新潟市による「みつばち企業認定制度」は、障がい者雇用の促進
を企図したものであるが、認定基準②③のようにパフォーマンス評価の度
合いが強い基準と、認定基準①のように企業が障がい者雇用の入り口に立
5 参照日2017年5月30日；http://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-11704000-
Shokugyouanteikyokukoureishougaikoyoutaisakubu-shougaishakoyoutaisakuka/
251119_syougaikoyoujoukyou.pdf
6 参照日 2018 年 1 月 5日；http://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-11704000-
Shokugyouanteikyokukoureishougaikoyoutaisakubu-shougaishakoyoutaisakuka/
0000187725.pdf
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つことをねらいとすると思われる基準があり、取り組みを広くカバーする
制度となっている。
４．企業にとっての効果
（１）支援組織によるバックアップ
　勉強会やセミナーで障がい者雇用に関する知識や情報を得ることができ
る。また、コアメンバーの藤田雅子氏は大企業の人事部で障がい者雇用を
担っていた経歴があり、障がい者対応のノウハウが豊富である。また、事
務局にはこあサポートが入っており、いずれも企業に対して密にアドバイ
スを行ったりしている。そのため、アイウッドをはじめ、障がい者雇用数
が増えている企業も見受けられる。
　寺山クリーニングでは、社員に資格要件を満たしてもらい生活指導員と
なってもらっているが、障がい者のエキスパートというわけではないため、
寺山社長は「みつばちを通した支援を得られることは重要だ」と話す。
なお、ヒアリングに協力してくれた企業は、「障がい者雇用は社会貢献で
やっているわけではなく、人的資源管理の一環である」と明確に位置付け
ていた。人的資源管理の効果的サポートを受けられるのであれば、みつば
ちの重要性は大きい。
　なお、木製のドアや家具を製造・販売しているアイウッドでは職人の補
助業務や簡単な塗装作業を、給食サービスを行う総合フードサービスでは
食器洗浄を、寺山クリーニングではクリーニング後のアイロンかけや仕上
げを担当してもらい、戦力化している。よく見られる雇用のポイントであ
るが、アフリカパンの製造・販売をしているナミテテのように、精神障が
い者にパンの製造を担ってもらっている点では通常の戦力化も行いつつ、
知的障がい者に店舗に立ってもらうことによって経営方針を顧客に示すシ
ンボル化もしくはブランディング機能を果たしてもらうといった興味深い
事例も見られた。
　ただ、ヒアリング参加者によると、「各企業における対応事例は、業務
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との関連性も強く、直接には（他企業の）参考になりにくい」とのことで
あった。ネットワークで集めた事例を伝えるより、企業が直面する個別案
件に対応する体制を作ることの重要性を示唆するものと言ってよかろう。
（２）社内の受入れ風土醸成と雰囲気改善
　ヒアリングに対応してくれた企業の場合、「実習や雇用の受け入れ時の
面接は社長が行うが、業務に関する指導は現場の社員が担当する」といっ
た企業が少なくなかった。そのため、アイウッドでは、「障がい者の存在
は業績にはプラスだが社員にとって負担になる面はある」とのことであっ
た。ただ、ネットワークの支援を考えれば、社員の負担は多少なりとも軽
減されている可能性はある。
　また、「仕事の量に対して給与額が多いとの不満が健常者社員から漏れ
ることもある」ため、総合フードサービスのように減額申請を行い、不満
に対応しているケースもあった。さらに、盗難などの問題があったことを
語ってくれた企業もあった。
　他方、寺山クリーニングでは、「障がい者を受け入れにくかった健常者
社員が障がい者と接するにつれ言葉遣いや態度に変化が現れ、障がい者に
対してだけではなく、健常者間でも小さなミスをカバーしあうといった雰
囲気が生まれてい」る。障がい者の存在が健常者間の関係を改善するとい
う事例は多々見られるが、寺山クリーニングの事例はそれに類するものと
考えることができる。
　また、ナミテテでは、障がい者を含めた社員に障がい者雇用を行ってよかっ
た点や気づいた点、課題に関するアンケートを実施し、結果を提供してくれ
たが、障がいに対する理解や気づき、障がい者に向かう積極姿勢にあふれて
いることが分かる。障がい者を受け入れるよい風土形成が進んでいることが
うかがえる。障がい者雇用のポイントの1つは、健常者社員側の理解や受け
入れ態勢の整備であり、それが効果的に進んでいることは特筆に値する。
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５．課題
（１）参加企業
　現在の課題を尋ねたところ、「勉強会などへの参加者が固定化し、みつ
ばち登録企業の増加も鈍化してきているため、みつばちのあり方を検討し
ている」とのことであった。意欲がある企業の登録が一段落したとも考え
られる。「みつばち内での検討を通して取組むべき課題として導出したも
のとしては、活動がコアメンバー中心となってしまって、会員全体との双
方向のコミュニケーションが欠如していた」ことであり、それに対しては、
「みつばち全体で情報を共有したり、ディスカッションを取り入れた参加
型セミナーを企画したりするなどに着手している」とのことであった。
（２）コアメンバーないし事務局の負担
　みつばちの運営あたっては、勉強会やセミナー、見学会の企画を立て、
手配をし、登録企業等に連絡をし、実施する作業がある。かなり重い作業
である。ヒアリング時に提示された意見ではなく、みつばちの勉強会に参
加させてもらって感じたものであるが、作業負担がコアメンバーや事務局
に偏っている可能性がある。特に、新潟市障がい福祉課が直接事務局を担っ
ており、現場での実務作業を委託や指定管理とすることが多い近年の行政
の傾向からすると、異例のコミットメントという印象も受ける。そうだと
すると、この問題は、みつばちの存続にかかわる面を持つ可能性もある。
　つまり、会員全体で作業を分担しない場合、負担の問題が生ずる。しか
しそれだけではない。当事者意識の希薄化につながる可能性がある。面倒
な作業を回避できることは、参加を容易にする面もあるがサービスを受け
るだけの存在になりかねず、自社やネットワークが抱える課題をとらえる
感度が鈍ったり、ネットワークの存在意義を実感しにくくなったりするこ
ともある。顧客参加型の製品開発やLiving Labに見られるように、創出さ
れるニーズがカギになっている現代においては、会員のニーズは会員自ら
が把握し、ネットワークで情報を共有したり、協力したりしつつ自らが解
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決のために動く必要がある。
　しかしながら、みつばちの方向性や事業方針、事業内容を検討する作業
はともかく、場所の確保や会員への連絡などのルーティン業務は、単純な
業務であるため負担感を感じやすく、コアメンバーをはじめみつばち登録
企業自身が担うことは厳しいことが察せられる。それゆえ、行政が運営業
務の一端を担う必然性もあったのである。そこで、負担が大きい場合、委
託や指定管理も1つの方法としてありえよう。他の地域では、地域ネット
ワークの事務局を障害者就業・生活支援センターや行政が設置した専門機
関が担当しているケースもある。みつばちの場合、すでにこあサポートが
事務局として入っているので、事務局業務を一手に担ってもらいつつ、企
画の策定や実施についてはみつばち企業全体で担うことはありうる。
　障がい者雇用の促進に行政コストをかけるのは厳しいという意見もあろ
うが、企業にとっては戦力確保や経営改善につながり、地域にとっては雇
用や障がい者の所得向上を生み出し、地域の経済と福祉に寄与する。その
社会的インパクトを評価する観点を持てば、相応の予算を割くべき領域で
あることは明らかであろう。そうでなければ、以前に比べて改善してきて
いる当該地域の実雇用率が再度悪化する可能性もある。
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Ⅴ 聞き取り先：岐阜県商工労働部労働雇用課、岐阜県障がい者雇用企業
　　　　　　　  支援センター、岐阜県教育委員会
日時：2017年6月2日13：00 ～ 14：30
場所：岐阜県庁シンクタンク庁舎２階 
　　　岐阜県障がい者雇用企業支援センター
出席者：工藤 正弘氏：岐阜県障がい者雇用企業支援センタ  ーセンター長
五味 政也氏：岐阜県障がい者雇用企業支援センター 業務統括
原 武志氏：岐阜県商工労働部労働雇用課
　　　　　 障がい者就労支援室拠点整備係 課長補佐
牧村 貴志氏：岐阜県教育委員会特別支援教育課 課長補佐
１．取り組みの概要
　岐阜県では、企業と特別支援学校の強い連携のもとに実習や雇用の取り
組みが進められている。その背景には、2005年の古田肇知事就任後におけ
る岐阜県の施策を通した環境整備がある。その結果、障がい者およびその
家族のニーズを汲み取りつつ、障がい者のライフステージを考える視点が
うかがえる、就学から職業生活をカバーする体系的取り組みとなっている。
２．取り組みの経緯
（１）特別支援学校の整備と雇用の課題
　古田知事が障がい児・者に対する施策に積極的であったことも背景に、
2006年3月に「子どもかがやきプラン」が策定され、当時12校であった養
護学校を20校に拡充したり、既存校の改修・移転等を進めたりといった
取り組みが進められていく。
　ただ、当プラン策定時から、卒業後の進路に対する課題が指摘され、障
がい児の保護者や支援団体からも同様の声が上がっていたこともあり、
2009年に、「地域における就労支援システムの構築、職業教育の充実を図
るとともに、職業教育に特化した高等特別支援学校（専門学科）の整備に
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向けた具体的計画を策定」することなどを盛り込む改定を行った7。
　2017年3月には、産業政策の基本的方針として「岐阜県成長・雇用戦略
2017」を策定し障がい者の一般就労を支援することを掲げた8。
　これらを背景に、商工労働部労働雇用課や健康福祉部障害福祉課、教育
委員会、企業、特別支援学校、障がい者就業・生活支援センター（以下、「ナ
カポツセンター」と略記）、ハローワークなどが有機的連携を取りながら
取り組みを進めていく。その中で、企業を軸としたネットワークではない
ものの、ナカポツセンターを軸に就労支援ネットワークも形成されている9。
ちなみに、障がい者就労に対する注力を象徴するものとも言えるが、労働
雇用課内に障がい者の就労を扱う担当部署として、障がい者就労支援室が
設置されている。
（２）「働きたい！応援団 ぎふ」
　岐阜県では、2009年から2年間の事業として「特別支援学校チャレンジ
実習事業」を展開した。大垣、中濃、飛騨の特別支援学校3校に研究を委
嘱し、企業や関係機関と連携し、「企業内作業学習の開発・導入」「就労支
援ネットワークの構築」「企業内作業学習を中心とした教育課程の在り方
の検討」をモデル事業として進めてもらうなどを内容とするものであった。
　その成果をもとに、取り組みを全県展開するための方策として導出され
たのが、2010年度から運用されている「働きたい！応援団 ぎふ」である。
当施策では、企業に、障がい者雇用に関わるサポーター企業として登録を
してもらい、企業が登録時に申請した職場見学、就業体験、企業内作業学
習、校内作業学習の技術指導、就労推進のうちの任意の事項に取り組んで
7 参照日 2018 年 1 月 6 日；http://www.pref.gifu.lg.jp/kyoiku/kennai-gakko/tokubetsu-
shien/17783/index_8498.html
8 参照日 2018 年 1 月 6 日；http://www.pref.gifu.lg.jp/sangyo/shokogyo/horei/11351/
index_55332.html
9 参照日 2018 年 1 月 6 日；http://www.pref.gifu.lg.jp/kodomo/shogaisha/shuro-shien/
11226/syuro-network.html
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もらうというものである。取り組み事項は、登録後も変更可能である。
2017年11月30日時点で登録企業は807にのぼる10。企業の登録動機として
は、法定雇用率のクリアや、特に中小企業においては人手不足を背景とし
た働き手の確保がある。
　取り組み事項のうち企業内作業学習は、いわゆる実習とは別に、岐阜県
版デュアルシステムと呼ばれ、運用されている。生徒が企業に数週間から
数か月、毎週決まった日に1 ～ 3日程度出向き実際に業務にあたるという
ものである。期間や訪問日は一律に決まっているわけではなく、特別支援
学校ごとに決めることができる。企業にとっては雇用を前提としない取り
組みから着手することができ、アクセスしやすい面がある一方、生徒たち
にとっては集中的に技能を習得する機会になることに加え、企業が見学を
受け入れると体験や実習に進み、さらに、実習から雇用に進む傾向がある。
工藤センター長によれば、「実習に行った半分くらいは雇用に結びついて
いる」とのことであった。そのようなシステムが構築されたのには理由が
ある。
　岐阜県では、養護学校の中に高等部を作る形をとったが、各特別支援学
校では、高等部の生徒が半分を占める11。特別支援学校ではない中学校か
ら特別支援学校の高等部に進学してくる者がそれだけいるのである。とな
ると、高等部から特別支援学校に入学することになった者については、高
等部の3年間で就労への道筋をつけねばならないが、十分な習得期間とは
言えない。そこで、当該システムが効率的に技能を身に着け就労に結び付
ける効果的なしくみとして開発されたのである
　なお、制度発足時、2011年3月18日時点でのサポーター企業登録数は78
10 参照日 2018 年 1 月 6 日；http://www.pref.gifu.lg.jp/kyoiku/kennai-gakko/tokubetsu-
shien/17783/index_26543.html##2
11 特別支援学校は、幼稚部、小学部、中学部、高等部のうちすべて、もしくは、一
部の教育課程から成るが、岐阜県の場合、岐阜県立岐阜聾学校に幼稚部を含めたす
べての課程が設置され、2017 年度に岐阜清流高等特別支援学校が設置されたが、基
本的に小学部、中学部、高等部から成る。
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社にのぼり、さらに7年弱で10倍以上の伸びを示している。この背景には、
岐阜県の特別支援学校就労支援員配置事業（2011年度）、特別支援学校キャ
リアコーディネーター配置事業（2012 ～ 13年度）、障がい者雇用拡大支
援事業（2014年度～）でのナカポツセンターへの開拓員配置などで配置
された就労支援員などが熱心に企業開拓を図ったことがある。
（３）岐阜県障がい者雇用企業支援センターの設置
　2015年4月に岐阜県が設置したのが岐阜県障がい者雇用企業支援セン
ター（以下、「企業支援センター」と略記）である。雇用に踏み出す前の
企業を主な対象に、その疑問や悩みに対応するための事業を展開している。
障がい者に登録してもらい企業に紹介するといった事業は展開していな
い。主な事業としては次のものを上げることができる。
①セミナーの実施
　セミナーは、大きく2つのカテゴリーに分けることができる。障がい
者の戦力化といった内容の経営層向けのセミナーと、「障がい者雇用情
報交換会」といった名称で、企業見学会やグループワークを組み込んで、
障がい者雇用の担当者間での情報交換ができるようなセミナーである。
②県が認定する障がい者雇用アドバイザーおよびアドバイザーが所属する
　企業による相談対応、企業見学会、講演、出前講座のコーディネート
　「障がい者雇用アドバイザー」とは、「法定雇用率達成など、障がい
者雇用に先進的に取組む企業の従業員のうち、障がい者への支援経験
または障がい者雇用管理体制の構築について、豊富な知識や経験を有
する者の中から知事が任命する」制度である。2017年5月現在で、13名
が任命されている12。
③企業と障がい者との面接会及び相談会（ジョブミーティング）の実施
　面接会及び相談会に参加する企業は障がい者雇用を考えている企業、
12 参照日 2018 年 1 月 6 日；http://www.pref.gifu.lg.jp/event-calendar/c_11367/
jyouhoukokukanhida.data/jyouhoukoukanhida.pdf
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障がい者はナカポツセンターやハローワーク、就労継続支援事業所、
就労移行支援事業所、特別支援学校に登録・利用・通学する障がい者
である。
④職場適応援助者研修の実施
　特定非営利活動法人「くらしえん・しごとえん」と共同で、6日間の
研修を岐阜県内で実施している。岐阜県では、企業在籍型職場適応援
助者を増やす方針を打ち出しているが、当研修を実施できるのは、（独）
高齢・障害・求職者雇用支援機構と民間の6団体のみであり13、岐阜県
内で実施できることは受講者や受講者の所属組織によって大きな負担
軽減になる。
　なお、企業在籍型職場適応援助者に着目している点は重要である。
企業在籍型職場適応援助者の場合、従業員でもあるため経営や業務の
現場の事情も理解しており、企業と福祉をつなぐ媒介環として重要な
役割を果たす。多様性に基づくイノベーションが語られることが多い
が、既述のように、異質な存在がいるだけでは必ずしもイノベーショ
ンが起こるわけではない。異質な存在自身の相互浸透か、両者を理解
しつなぐ存在が必要となる。実際、五味氏から企業在籍型職場適応援
助者は、特別支援学校の進路指導主事やナカポツセンターの職員と話
がかみ合うことが指摘されていた。
⑤A4用紙１枚の月刊紙「Business & Handicapped」の発行
　事例などを紹介する広報紙を発行している。
３．組織運営の特徴やポイント
（１）体系的行政施策
　岐阜県での取り組みは、それぞれの部局・機関・団体がそれぞれの事業
をバラバラに行うのではなく、障がい者を中心に、ライフステージや支援
13 参照日 2018 年 1 月 6 日；http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_
roudou/koyou/shougaishakoyou/06a.html
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のポイントを押さえた有機的連携が形成されている。行政が障がい者雇用
の施策に力を入れてきたことが影響を与えていると言ってよいであろう。
　岐阜県での取り組みには、ライフステージといった時間軸の観点と地域
の制度や主体の有機的連携とが組み込まれている。
　養護学校／特別支援学校の整備という就学のしくみから着手されたこと
が時間軸での観点を引き出し、就学後の進路に向けた学習の充実、学習を
支える地域連携、障がい者を受け入れる企業が必要とする支援といった
ニーズに基づいていることが制度や連携に有機的体系性を持たせることに
なったと解することができる。個別の部署や機関がばらばらに取り組みを
行っただけでは、目先の必要性の確保はできたとしても、このような時間
的、論理的整合性を持った地域の主体や制度の連携は容易にはできなかっ
たであろう。重点を置いて取組まれたことが功を奏したと言えよう。
（２）学校ごとのネットワーク形成
　しかし、行政の影響が大きい場合、施策の方針が変われば制度の維持が
難しくなることも考えられる。行政の施策が後退しても維持できる体制づ
くりが必要である。この点、岐阜県では、特別支援学校の教育プログラム
として企業内作業学習が組み込まれており、そのために、特別支援学校は
実習を依頼する企業などと連携会議やネットワーク会議と呼ばれる会議体
を形成している。
　その会議には、企業だけでなくナカポツセンターやハローワークが出席
し、バックアップしているだけでなく、各特別支援学校の進路指導主事が
企業との信頼関係を作っているケースも多く、行政の影響力を離れて地域
主体による自律的なネットワークが形成されている。
（３）信頼関係
　上記で触れたが、進路指導主事が企業を回り、雇用に消極的な企業とも
信頼関係を作って、職場見学や実習、雇用につなげており、ヒアリングで
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はその重要性が指摘されていた。行政が積極的な施策を展開している岐阜
であっても、ミクロレベルにおける人と人との直接的な関係構築の重要性
が認識されている点は興味深い。
４．企業にとっての効果
（１）支援組織によるバックアップ
　ネットワーク支援で企業と障がい者を支えており、ナカポツセンターの
職員は、電話一本で支援に駆けつけたりしている。企業側も障がい者が支
援機関に登録をしていることで、安心して面接を受け入れることができる。
企業と支援機関・教育機関との信頼関係を醸成するしくみが構築されてい
ると言ってよい。特別支援学校の連携会議／ネットワーク会議にナカポツ
センターやハローワークが参加していることもあって、企業側も接触しや
すいことがうかがえる。
（３）受け入れ風土の醸成
　工藤センター長は、「障がい者の受け入れがうまくいく企業の条件とし
て」「理解があるトップがいることと、受け入れがスムーズにいくように
従業員が変わっていくこと」を挙げ、さらに、「社内を変えるのは、企業
在籍型職場適応援助者の役割」であると語っていた。ただ、中小企業では、
実習にせよ雇用にせよ社長が窓口になったり、場合によっては、指導担当
までこなしたりする場合があり、社長の意識も重要である。
　また、企業支援センターが実施している研修は、企業在籍型職場適応援
助者の役割はまさに会社を変えることであるという考え方に基づき、「そ
れが支援であることを理解させる研修」となっている。
５．課題
　「働きたい！応援団 ぎふ」に登録している企業は2017年11月末の時点で
800を超えているが、実際に見学や実習、雇用の受け入れをしている企業
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は半分以下とのことであった。ただ、企業側の意識の問題ではない。「企
業が立地する地域に実習の希望者がおらず、実習に結びつかない、規模が
大きい企業が多い愛知県に比べると企業規模の点で何人も継続的に雇用す
ることが難しい企業が少なくない、生徒側も一般就労より就労継続支援A
型事業所を選択する傾向があるといった状況があり、サポーター企業に登
録したものの次第に制度から遠のいてしまう」といった背景がある。
　市立と県立を合わせた特別支援学校高等部本科生全体では、2017年3月
卒業者が400名14、2017年度3年生426名、2年生427名、1年生467名である
が15、 毎 年 の 就 職 率 は2013年 度 お よ び2014年 度 が34.1 ％、2015年 度
33.4％、2016年度31.5％となっている16。サポーター企業登録数に対して
生徒数は必ずしも多くない印象である。また、就職率が若干減少傾向にあ
る点は気になる。
　その背景には、上記のように、近年の傾向として、一般就労も可能と思
われる場合であっても、障害年金もあることから、生徒も保護者も無理を
して一般就労を選択するより、「就労継続支援A型事業所や福祉的就労を
志向するケースが見られる」ことを指摘できる。
 
14 2016 年度の高等部 3 年生在籍者数は 406 名であるが、卒業者は 400 ちょう
どであったとのことである。2016 年度の在籍者数については、次を参照のこと。
参照日 2018 年 1 月 6 日；http://www.pref.gifu.lg.jp/kensei/tokei/tokei-joho/11111/
kohyoshiryo/kyoiku-shakai/gakko/tokeihyo2016.html
15 2017 年度在籍生徒数については、次を参照のこと。参照日 2018 年 1 月 6 日；
http://www.pref.gifu.lg.jp/kensei/kakushu-iinkai/kyoiku-iinkai/17765/index_7904.
data/29tokusi.pdf
16 各年度の就職者数は次のデータを参照。参照日 2018 年 1 月 6 日；http://www.
pref.gifu.lg.jp/kensei/tokei/tokei-joho/11111/kohyoshiryo/kyoiku-shakai/gakko/
gakkosokuho2017.html
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Ⅵ 聞き取り先：「TEAM PLUS」
日時：2017年6月9日14：00 ～
場所：倉敷障がい者就業・生活支援センター
出席者：入江 玲子氏：倉敷障がい者就業・生活支援センター
大島 美栄子氏：倉敷障がい者就業・生活支援センター所長
太田 修平氏：倉敷障がい者就業・生活支援センター
吉井 一成氏：倉敷スクールタイガー縫製株式会社
１．組織の概要
（１）発足
　2011年7月
（２）構成主体
　ヒアリング時の2017年6月9日現在で、障がい者就業・生活支援センター
（以下「ナカポツセンター」と略記)からイベント等の案内をメール・FAX
で送っているのは、企業58、就労継続支援A型事業所5、就労移行支援事
業所7となっている。会員制は取っておらず、参加自由である。
　企業における雇用を進めるための集まりと位置付けており、毎回の会合
（単なる会議ではなく、企業の自由な意見交換の場と位置付けられている。
以下「企業交流会」と表記）には、企業やA型事業所を中心に20 ～ 30名
が入れ代わり立ち代わりで参加している。ただ、最近、特別支援学校や定
時制の高校との関係もできており、学校関係者が出席する夏休みの企業交
流会には、70 ～ 80名が参加している。
（３）運営主体
　事務局はナカポツセンターが担っている。
（４）運営形態
横浜市立大学論叢社会科学系列　2018：Vol.70　No.1
52
　コアとなっているメンバーはいるものの、コアと一般という区別は明確
ではなく、コアメンバーだけが集まる運営会議のようなものはない。参加
組織を集め、障がい者雇用に関わる意見交換を行う企業交流会や会社見学
会などを開催しているが、その企画内容や日程も企業交流会で決めている。
（５）実施事業
　主にナカポツセンターの研修室で行われる企業交流会や会社見学会、事
例検討会を年に4 ～ 6回開催している。2017年度は、企業交流会が5 ／
26、8 ／ 25、11 ／ 17、2 ／ 23の4回の開催となっている。また、実習や
雇用のコーディネートも行っている。
２．発足の経緯
　2010年11月にナカポツセンターが開催した企業向けセミナーが契機と
なった。
　倉敷、岡山、津山では、各ナカポツセンターが主管して合同の企業向け
セミナーを開催しており、2010年度は倉敷が主管であった。その際、所
長である大島氏がそれまで交流があった企業に声をかけ、3社に事例発表
を依頼するとともに、それ以外の企業にはその他の協力や参加を依頼した。
　2010年のセミナーが、企業にとって障がい者雇用に関する非常に有益
な情報交換ができると好評であったので、大島氏が企業に声をかけ、
2011年7月に最初の企業交流会を開催したのがTEAM PLUS発足である。
　すなわち、セミナー参加企業においては、社長や担当者が障がい者雇用
に関わる様々な悩みや疑問を抱えていた。それに対して企業目線での意見
やアドバイスを得られる道があることが具体的に見えたことがTEAM 
PLUSの成立につながったのである。
３．組織運営の特徴やポイント
（１）ナカポツセンターの求心力と問題意識のあるメンバー
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　発足の経緯から言って、所長の大島氏を軸とするナカポツセンターが企
業との信頼関係を作っていたことがカギとなったことは明白であろう。
きっかけとなったセミナーへの参加企業は、大島氏が声をかけて集めたも
ので、企業同士は初顔合わせであった。吉井氏は「大島氏が言うのであれ
ば、ということで企業は集まった」と説明してくれた。
　また、吉井氏は、「思いや姿勢を共有できる、中核となるメンバーに恵
まれた」とも言っている。会員制をとらず、企業交流会や会社見学会など
への参加も自由である組織が維持されるには、メンバーが組織運営の方針
や姿勢を共有でき、積極的にコミットできることが重要である。ただ、
TEAM PLUSの場合、その条件が整ったことは偶然ではない。そもそもきっ
かけとなったセミナー参加企業は、大島氏がこれはと思う企業に声をかけ
て集めたものであった。大島氏が強く意識していたかどうかは別として、
選別のポイントには、経営者や担当者の問題意識や姿勢も含まれていたは
ずである。だとすれば、方針や姿勢を共有できる企業が集まったことには
必然性があったと言えよう。
（２）緩やかな運営方針
　ナカポツセンターも吉井氏もその重要性を認めているが、企業交流会で
は各企業が抱えている悩みや事情に関わって忌憚のない意見交換がなさ
れ、交流会後の飲食の場でもやり取りが行われている。厳しい意見のやり
取りもあるが、抱えている悩みや質問に対して本音や経験に基づいた意見
やアドバイスが返ってくるため、非常に有意義な場になっている。
　そのような場にするために、代表者や座長は設置せず、議事進行も大ま
かに行い、参加者の肩書を掲げることもなく、つまり、形式張らない緩や
かな運営が心掛けられている。
　障がい者雇用については、確立したノウハウはなく、それぞれが雇用の
成功や失敗に関する経験に基づいた暗黙知を形成している。悩みへの対応
には、それらの暗黙知が重要なのであるが、経験を持った者も形式知化し
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て伝えるには至らないため、自由で発言しやすい雰囲気を形成することが
重要なのである。
　また、経験を語ったりアドバイスしたりすることは自社のノウハウを開
示することになるが、新製品の開発とは異なり障がい者雇用で競争力が格
段に上がることはないことに加え、障がい者雇用は社会的に意義があり、
公共性があるテーマなので、求心力を持つテーマとして議論が展開しやす
い。そこで、障がい者雇用のノウハウの共有には、会議の運営方針を緩や
かにし、意見を出しやすい場にすることが重要となってくるのであり、
TEAM PLUSはその条件の意義に直感的に気づいていると思われる。
４．企業にとっての効果
（１）情報収集の場
　TEAM PLUSは各企業にとって、有益な情報収集の場となっている。そ
の際、企業同士の場合、営利企業というスタンスや事情を共有した上での
情報交換やアドバイスとなっていることが指摘できる。
（２）オープンイノベーションの場
　2年ほど前から特別支援学校の教員が参加している。教員が参加しやす
い夏休みに受け入れをしているが、学校側にとって有益な指摘や教育プロ
グラムへの提言があり、校長をはじめ多くの参加を得られている。
　そもそもは企業側にも特別支援学校との接触についてニーズがあった。
TEAM PLUS参加企業においては、特別支援学校から実習や雇用を受け入
れた際、明らかなミスマッチがあり、入社間もなく体調を崩したり退職し
たりするケースが少なからずあったのである。企業側が感じていた原因と
しては、特別支援学校側が連携している企業が少なく、非常に狭い選択肢
から実習先や雇用先を選んでいることに加え、教員が業務内容や作業内容
を十分把握していないため、マッチングを図ることができないということ
であった。大島氏は、「企業の雰囲気や空気もマッチングには重要」と指
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摘する。空気や雰囲気は体験せねばわからないものであるから、現場を知
らなければマッチングは難しかろう。また、「人事異動で窓口教員が頻繁
に代わり、人によって対応が違ったり、その都度一から関係構築を迫られ」
たりといった問題を企業は感じていた。結局のところ、教員を変えなけれ
ば、生徒にしわ寄せがいくことになる。
　そこで、夏休みの企業交流会の場で、その問題意識を学校側に提示する
とともに、教員が企業で実習をする、いきなり雇用に向けた「前提実習」
を行うのではなくマッチングを見るための見学や予備的な実習を行う、企
業が学校側の相談に乗る、TEAM PLUS参加企業という選択肢を提供する、
などを提案している。
　それによって学校側との良好な関係ができたことによって、特別支援学
校がTEAM PLUS参加企業を招く学校見学会を開催している。企業からは
生徒の特性に合わせた指導のポイントや設備についてのアドバイスを
行っている。
　これらの取り組みによって学校側は、生徒たちに合った実習先や雇用先
を見つけたり、就職に向けた効果的教育プログラムの開発に結び付けたり
できる一方、企業にとっても求める人材を確保することにつながるという
メリットがある。
　すなわちTEAM PLUSは企業と学校による良質な労働市場を生むという
オープンイノベーションの場となっているのである。
（３）経営的に意味のある雇用に寄与
　良好な実習や雇用は、企業にとって受入れ風土の形成につながっていく。
また、吉井氏は、「一生懸命仕事をする人材を採用できたことや挨拶をしっ
かりすることから会社の雰囲気を改善した」例を紹介してくれた。
５．課題
（１）定時制高校への対応
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　現在、TEAM PLUSに定時制の教員が参加している。グレーゾーンの生
徒が大きな問題になっているのである。障がい者を雇用している企業のノ
ウハウや特別支援学校のノウハウはグレーゾーンの生徒たちへの対応に生
かせる可能性があり、定時制の教員たちが独自に企業交流会を立ち上げて
いる。グレーゾーンの生徒たちは、経験豊富な吉井氏たちからすれば、「療
育手帳をとれるレベルの生徒も多い」とのことで、企業の現場では「通常
の業務は難しいものの、障がい者枠であれば十分雇用できる」とのことで
あった。ただ、療育手帳の取得を勧めることはデリケートさを伴うため、
教員側も勧めにくいといった状況がある。
　グレーゾーンの生徒の問題を抱えた定時制高校への対応をどのようにし
てゆくかがTEAM PLUSにとって1つの課題となっていることがうかがえ
た。
（２）今後の展開
　緩やかな関係を作って組織運営を図ってきたが、参加者も増え、特別支
援学校や定時制高校などとの関係も広がってきている中、「今後の組織運
営の方針や方向性をどのようにしてゆくかが課題である」とのことであっ
た。企業交流会の外でのつながりができてきたり、組織規模が大きくなる
と合理的な組織運営が必要になる場合もあるが、そうなるとTEAM PLUS
の利点が失われる可能性があったりなど、「TEAM PLUSがどのような場に
なることが望ましいかが特に課題」とのことであった。
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Ⅶ むすびにかえて
　成果を上げているように思われる岐阜県の場合、行政の事業として展開
され、それが方針や人、予算に影響を与えており、岐阜県については、行
政主導型という位置づけができるように思われる。新潟県のみつばちは、
民間主導の自律的ネットワークとの中間形態と言えるかもしれない。
　他方、他の自律的なネットワークについては、参加者の思いや価値観、
姿勢の共有ないし相互承認がカギになることがうかがえる。すなわち、思
いや価値観、姿勢は、人の行動を規制する基本的な柱であり、その共有は
結束を強めることになる。他方、思いや価値観がぶつかる場合、組織の自
律的運営に支障をきたす可能性がある。それは、思いや価値観で結集した
NPO内で意見の対立が生じ、内部分裂に至る状況を想起させる。そこで、
自律的ネットワークにおいては、思いや価値観、姿勢を相互に承認できる
かどうかを確認しつつ、組織運営が図られることになる。
　その際、思いや価値観、姿勢は、感性要因であるため、口頭や文書で説
明されたとしても、真偽を判断することは難しく、様々な局面で言動に表
出するものから把握する必要がある。つまり、受け手の感性による把握（共
感）が必要となる。それゆえ、自律的ネットワークにおいては、ネットワー
クの外の領域における事業活動などで実際に接触したり、コミュニケー
ションを交わしたりする中で、自分が「この人と一緒に活動したい」「こ
の人なら信頼が置ける」と感じた人に声をかけるという手続きが見られる
のである。
　ただ、思いや価値観、姿勢の重視は、組織の拡大発展に負の影響を与え
る場合がある。つまり、思いや価値観が合わない者との連携を阻み、組織
の拡大発展を阻害するのである。
　なお、積極的参加の促進が課題となっているはちどりの場合、実習生の
確保が隘路となっていた。実習生の受け入れを障がい者雇用の皮切りとし
たい企業にとっては、実習生を確保できなければ、そこで足踏みをして先
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に進まないことになり、参加に消極的になるのは必然性がある。それに対
しては、特別支援学校や就労支援組織との地域連携の強化も必要であろう。
　また、みつばちについては、一部のメンバーに負担が偏る傾向が感じら
れたが、メンバーの関心の高い課題に取組むことを通して、参加メンバー
のengagementを高め、積極的参加や負担の分担を図ることも必要と思われ
る。
　一方、組織がテーマとする課題の更新は、マンネリを防ぎ、組織を活性
化する可能性がある。TEAM PLUSの場合、特別支援学校を巻き込み、課
題解決につなげたり、定時制高校からグレーゾーンの課題が持ち込まれた
りするなど、新たな課題局面が展開し取り組み軸が更新されている。それ
に対して、TEAM PLUSにおいては、その状況を新たな組織課題ととらえ、
取り組みを進めようとする姿勢が見られた。
　これらは、自律的ネットワークの成立や維持、発展に関わる要因である
可能性があり、その検証は地域における障がい者雇用の促進にとって重要
な意味を持つ。ただそれは、本稿の役割を超えるものであり、本稿の取り
まとめに基づいたさらなる考察の深化については、機会を改めることとし、
本稿を閉じたいと思う。
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